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宇治市学校給食センター整備事業の請負契約を締結するについて 

 

１ 事業の目的 

「宇治市学校給食センター基本計画」において整備することとした本件施

設について、設計・施工一括発注方式（DB 方式）により施設整備を実現す

ることを目的とします。 

   つきましては、公募型プロポーザルによる随意契約として村本建設株式

会社京都営業所を代表企業とする村本建設グループと地方自治法第２３４

条第１項の規定に基づき、請負契約を締結しようとするものです。 

 

２ 工事の概要    

工 事 名 宇治市学校給食センター整備事業 

予 定 価 格 3,600,000,000 円（税込） 

契 約 金 額 3,599,959,000 円（税込）（応札率 99.9％） 

契約の相手方 村本建設グループ 

代表企業  京都市中京区御池西洞院東入橋之町

741-3 

村本建設株式会社 京都営業所 

所長 永市 大吾 

 

（１）建設 

村本・玉井・ユイビルド特定建設工事共同企業体 

代表者 京都市中京区御池西洞院東入橋之町 741-3 

村本建設株式会社 京都営業所 

所長 永市 大吾 

構成員 村本・玉井特定建設工事共同企業体 

    代表者 京都市中京区御池西洞院東入橋之

町 741-3 

村本建設株式会社 京都営業所 

所長 永市 大吾 

構成員 宇治市宇治宇文字 17 番の 7 

玉井建設株式会社 

代表取締役 玉井 康義 

構成員 玉井・ユイビルド特定建設工事共同企業体 

代表者 宇治市宇治宇文字 17 番の 7 

玉井建設株式会社 

代表取締役 玉井 康義 

構成員 宇治市槇島町落合 6ハイツマルーン

202 号 

株式会社ユイビルド 

令 和 ５ 年 １ ２ 月 １ ５ 日 

文教・福祉常任委員会資料 

教 育 部 学 校 管 理 課 
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代表取締役 鳥山 文子 

 

（２）設計企業及び工事監理 

京都市下京区烏丸通仏光寺上ﾙ二帖半敷町 646 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 京都事務所 

所長 米谷 瑠皇 

 

（３）調理設備 

京都市伏見区竹田西段川原町 102 

タニコー株式会社 京都営業所 

所長 木原 武一 

契 約 期 間 令和 6 年 1 月 11 日～令和 8 年 5 月 29 日（予定） 

工 事 場 所 宇治市五ケ庄三番割２５番３８ 

建 物 概 要 ・規模構造 S 造 地上２階建て 

・延床面積 約 3,600 ㎡ 

主な業務内容 ・施設整備業務 

測量等事前調査業務、各種許認可申請等業務及び関

連業務、設計業務（土地造成詳細設計・建築基本設

計・建築実施設計）、工事監理業務、建設業務（土地

造成・外構整備含む。）、調理設備調達・搬入設置業

務、食器・食缶等調達業務、事務備品等調達業務等 

・開業支援業務 

 

３ 入札・契約の方式 

   公募型プロポーザル 

 

４ 業者の選定理由 

 提案内容の審査において、当該グループの提案内容は、本事業で求める要 

求水準を満たし、それぞれの項目においてこれまでの学校給食センターの施

工実績等に基づく創意工夫が見られ、優れた提案であったことから。 
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５ 今後の工程（予定） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5

建築設計

建設工事

開業支援

給食提供開始

令和７年 令和８年令和６年

 

 

６ 位置図 

 

 

建設候補地 
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宇治市学校給食センター整備事業 

技術提案書（抜粋） 
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１．事業実施方針 

① おいしい給食 

・ より豊かでおいしい給食の提供に資するために調理員の作業環境を良好に

保ち、生徒に温かいご飯を提供するなど、常に高い調理品質、おいしい給食

の提供を可能にします。 

・ 最新の調理設備や、地場産物を活用した手作り献立に対応した機器を計画し、

効率的に調理が可能な施設整備を行います。 

② たしかな給食 

・ ＨＡＣＣＰによる衛生管理手法の準拠、ドライシステム導入、汚染作業区域

と非汚染作業区域の作業動線交差の遮断、食材コンタミネーションの回避、

作業区分毎の部屋割り等により衛生水準の維持、危機管理を徹底します。 

・ 民間企業のこれまでの経験・工夫を生かし無駄を省くことで、食材の搬入か

ら配送まで、効率的な運営が可能な施設整備を行います。 

③ はぐくむ給食 

・ 地域の食材を利用した献立にも確実に対応した合理的な計画とし、地産地消

を取り入れた献立が可能な施設整備を行います。 

・ 実際の調理エリアの見学が可能な「学びの窓」の導入や「調理設備体験学習

コーナー」「環境学習テラス」の活用、研修室の弾力的な運用と併せ、児童・

生徒への食育推進を具現化します。 

＋α つなぐ給食 

・ 強固な構造設計や熱源システムの複合化など、災害に強い給食センターとし

て、災害時にも市民の命を繋ぐ炊出しを行なうことが可能な施設整備を目指

します。 

・ 「飢餓」、「健康」、「教育」、「エネルギー」、「生産・消費」、「環境」のように、

学校給食と綿密に関係する SDGｓの目標達成に向けて、これまでに培ったノ

ウハウを活かし、宇治市の未来につながる給食センターを目指します。 

 

 

２．実施体制 

・ 代表企業から現場代理人経験が豊富な技術職員を全体の統括責任者として

配置する他、調理設備企業から、厨房機器提案から設計、建設段階、開業準

備から供用開始まで本事業全段階を通して一貫して行う調理設備業務担当

責任者を配置 
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３．地域社会、地域貢献への配慮 

① 市内企業の活用や資材等の調達など地域経済への貢献 

・ 市内企業の活用については、建設関係企業のみならず、日用品・飲食物・消

耗品等も市内企業から調達するなど可能な限り地域経済の振興に貢献 

 

② 施設運用時における周辺地域をはじめとした地域社会への貢献や配慮 

・ 宇治市産・京都府産の木材をエントランスや見学通路の内装、什器などに積

極的に採用 

・ 市内の小中学生を対象に体験型現場見学会を通して建物が出来るしくみや

建設工事のロボット化や ICT 技術を紹介 

・ 高校生や大学生を対象にインターンシップや現場見学会を市内企業と共同

で開催し、企業 PR に繋げることで、担い手確保を支援 

・ 見学エリアでの疑似調理体験や食育動画配信、献立試作室での親子調理教室

や郷土料理学習会など、食について楽しく学べる環境づくりや講座を開講で

きる設えを提案  

・ 見学エリアの展示スペースには、施設で使用する地元食材の紹介や生産者

（農家）の紹介を行なうパネルを設置  

 

４．用地（外構）計画 

① 安全性・機能性に配慮した動線計画 

・ 食材搬入車両や配送・回収車両の出入りが事務室から分かる動線計画 

・ 構内道路は食材納入動線と配送・回収動線を分離することで、車両同士の錯

綜を防ぎ、敷地内を安全、円滑に通行できる計画 

 

② 駐車場、駐輪場、洗車場及び配送車両の待機スペース等の外構計画 

・ 敷地への車両の出入口は、軽量大型連動門扉（開口幅員=8ｍ）を設ける計画

とし、カーブミラーとパトランプを設置 

・ 構内道路の幅員は 7ｍ以上とし、搬入車両及び大型バス待機スペースを設置 

 

③ 敷地の特性に配慮した配置計画 

・ 特性に合わせた擁壁を適材適所に配置することで、敷地の建築可能範囲を最

大化し構内の車両動線を最適化し、安全に配慮した計画 

・ 敷地南側の広場は、災害が起こった際の炊出支援広場として活用できるよう、

広めのスペースを確保 
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５．施設（内部）計画 

① 作業動線、室配置等 

・ 検収、下処理から調理、コンテナ積込までワンウェイかつ直線的な最短動線

とし、交差汚染リスクの少ない安全な諸室配置  

・ 卵は専用の卵処理コーナーを設け衛生管理を徹底 

・食材搬入プラットフォームに手洗い器を設置し、食材納入業者の衛生管理も

徹底 

 

② ゾーニング 
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・ HACCPの概念を取り入れた清浄度区分 

・ 「煮炊き調理室」「焼物・揚物・蒸物調理室」「和え物準備室」は、食材の加

熱前後で床の色分け 

・ 衛生度の高い室を正圧にし、低い室を負圧とすることで、衛生度の高い室か

ら低い室へ空気が流れるよう、換気設備機器の選定・計算 

・ 学校での嘔吐等によりウィルス感染等が疑われる場合は、シャッターで区画

した特別洗浄コーナーへドックシェルターを介して回収し、ウィルスの拡散

を防止。 

 

③ ゆとりある作業環境 

・ コンテナプールを３か所に分けて配置し、配送順序に併せたゾーン別の消毒

保管をすることで、配送作業の効率化が可能となる計画 

・ 午前作業のキーポイントとなる「野菜下処理室」には、根菜類×2、葉菜類×2、

果物類（その他）×2 の合計 6 レーンの下処理シンクを設置 

・ 下処理室は、手作り調理など下ごしらえを行える広い作業スペースを確保 

・ 回転釜周辺は、調理員の調理作業と運搬台車の通行を同時に行えるスペース

を確保 

・洗浄機械前に十分なコンテナ待機スペースを設けることで、回収トラックの

滞りを防止 

 

④ 調理員の作業安全性及び快適性への配慮 

・高温多湿となる煮炊き調理室は、従来のフード方式ではなく、室の壁面下部

（床面から 2ｍ程度まで）から低風速で給気を行う独自の成層(置換)空調方式

を導入 

・調理機器や蒸気の排熱が多い洗浄室や焼物・揚物室はパンカー等で調理員作業

する場所へのスポット空調 
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６．アレルギー対応について 

① アレルギー食専用調理室の考え方 

・食材別の下処理を行った各食材が、交差のない最短動線で集約されるよう、煮

炊き調理室と揚物・焼物・蒸物調理室の間に配置 

・扉の色は、他調理室と異なる色で視認性の仕様とし、専任の調理員以外の不用

意な立ち入りを防止 

・調理室と区画して、配食作業のみを行う配膳室を計画 

・「汁物、焼物、揚物、和え物、米飯」の全ての調理が可能な計 8 の調理ブース

を設け、各ブースは隔壁で明確に区画 

・アレルギー対応食調理室は、高度清浄度区域として非汚染作業区域内で、最も

空調圧力を高めるよう空調計画を行い、空気の流入を防止することで、小麦粉

などの浮遊アレルゲンの混入も防止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② きめ細かなアレルギー対応食対応が可能な調理設備等 

・2 献立・200 食、全ての調理品目に対応し、通常食と同様の調理水準、衛生水

準を満たす調理機器を計画 

・入荷食材の保管用に、検収室（野菜用、肉魚用それぞれ）に専用の冷蔵冷凍庫

を設置し、通常食分と明確に区分して保管可能 

 

③ 将来的な調理数の増加等への対応 

・IH コンロは、計 8 口設け、対象アレルゲンの増加や対象児童生徒の増加にも

対応可能、代替食にも対応 

・スチームコンベクションオーブンを 2 台設置し、2 献立の別メニュー対応や

食数増加にも対応可能  

・配膳室内の片側の壁面はフリースペースとし、将来柔軟に対応可能な計画 

・分電盤の電気容量に余裕を持たせ、将来保管庫の増設が必要となった場合にも

対応 
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７．食育推進支援 

① 効果的に見学や研修等を行える施設 

・ 環境学習テラスに太陽光発電装置、生ごみ処理機、プランター植物栽培の機

能を導入し、見学者の環境問題や食品ロス問題など SDGｓを学習する場とし

て活用できる計画  

 

② 体験コーナーの設置 

・ 回転釜を設置し、実際にスパテラで擬似具材をかき混ぜる体験が可能となる

食育機能の導入 

・ 調理員が前室で使用している手洗いシンクを設置し、手洗い体験をすること

で、衛生対策の大切さを学べる機能を導入 

・ 生産者の顔が見え安心できる食材流通経路を学ぶため。生産者の紹介展示等 

・ 煮炊き調理室は、排気フードが不要な成層(置換)空調を導入することにより、

調理室全体を見渡すことが可能 ICT を活用した食育の実施 

 

③ ICTを活用した食育の実施 

・調理エリア内の WEB カメラを利用して、モニターにより、複数の調理工程を

視聴可能な計画 

・調理エリアにも Wi-Fi が届くように子機を設置することで、調理場内の映像

はアクションカムなどを用いて、各学校へライブ配信可能な計画 
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８．調理設備等の計画 

① 手作り調理を可能とする調理設備・備品 

・肉魚下処理室にフードミキサーと成型機を設置しハンバーグなどの手作り調

理に対応、回転釜はカレーなど手作りルウ調理を考慮し主調理用に加え下調

理用の台数も確保 

・フライヤーは、やわらかい手作りかき揚げも型崩れしにくい仕切り板搬送式 

 

② 高度な衛生管理が可能、調理員が作業のしやすい調理設備・備品 

・スチームコンベクションオーブンは、食材の中心温度を測りながら加熱を行う

“芯温調理モード”搭載で、中心部まで確実な加熱が可能 

・肉魚下処理室にカートイン式のパススルー冷蔵庫を設置し、スチコン用の食材

をラックにセットした状態で受け渡し 

・食器コンテナの消毒には、天吊式消毒装置を採用し、コンテナや食器を保管庫

から出し入れする必要がなし 

 

③ 主な備品計画 

・「汁物 2 品+炒め物 2 品」などの、負荷の大きい献立で詳細に検討し、煮炊き

調理室に大型の 400Ｌ釜を 12 台計画 

・スチームコンベクションオーブンは、最大調理量ホテルパン 40 枚の大型機を

選定した上で、均一な加熱等に考慮した 30 枚調理/回で必要台数を算出し、

余裕をもった計画 

・フライヤーは、コンベア幅の広い特殊タイプで、処理スピードが遅くなりがち

な衣をつけた手作り品にも対応 

・2 献立で異なるメニュー（白米と炊き込みご飯、など）に対応可能なよう、完

全に独立した調理が可能な 2 台の連続炊飯機を設置 
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９．防災への配慮 

① 災害時等の停電時にも炊飯機等の稼働により一部の給食を調理できる施設 

・35kW 相当のガスコージェネレーションシステムを 2 台導入することにより、

発災当日以降も炊飯機、回転釜、事務室、またこれらの稼働に必要な冷蔵庫及

び空調設備等の電源供給を行い、一部の給食の調理を実施  

 

② 自然災害発生時や非常時における安全性の高い施設 

・汚染作業区域と非汚染作業区域の境界の壁に災害時に開放できる「くぐり戸」

を設置し、調理員が安全に避難できる動線を確保 

・落雷対策として SPD(避雷器)を設置し、調理場内の機器の安全性を確保 

・ガスコージェネレーションシステムとは別に 35kVA の自家発電機を 1 台導入

することにより、非常時の電力源を 2 重化する計画 

・受水槽は緊急遮断弁と非常用給水弁を設けることで、災害時の給水利用も可能

な計画 

 

③ ガスコージェネレーションシステムの導入 

・常時発電電力については、キュービクルに給電し、効率良く電力を消費できる

計画 

・非常時発電電力は、負荷対象を必要となる設備に給電する計画  

主な非常時の発電対象負荷：ボイラー、炊飯器等必要調整設備、照明（職員用・

委託事業者用事務室、非常時稼働調理室ほか）、コンセント（職員用・委託事

業者用事務室）、通信機器（職員用・委託事業者用事務室） 

・今回導入する 35kW 型は部分的な負荷領域でも高い総合効率による運転が可能 

・複数台並列設置することで、1 台のメンテナンス時にもう 1 台が稼働するこ

とで、常時発電の稼働率を向上、故障時のリスクを低減 
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１０．ライフサイクルコストや環境負荷軽減への配慮 

① 設備及び調理機器等の長寿命化やライフサイクルコストの削減検討 

・ 回転釜や連続揚物機等の加熱調理機器の下部は、長期使用、耐熱性に優れた

塗床材を採用、大型洗浄機は、本体骨組みや配管に SUS304を使用し、部品交

換のみで長期間使用可能 

・ 台車、コンテナ等の接触しやすい部分には、ガードポールやウォールガード

を設置  

・ 調理室等の天井裏は空調や給排気のダクトスペースとして十分な空間を確

保し、キャットウォークも設置 

・ 建物の１階床下は全面配管ピットとして、メンテナンスの作業性に配慮した

空間を確保し、屋根、外壁の点検が容易に行えるようタラップ等を設置 

 

② 温室効果ガスの削減（CO2発生等）、省エネルギー、再生可能エネルギーの導

入、廃棄物の減量、省資源、リサイクル、自然環境の保護等 

・ 照明器具は LED 化(給食エリア内は色調を配慮した HACCP 対応器具) 

・ デマンド監視による電力使用量のピークデマンドコントロールにより、光熱

費の基本料金を削減  

・ 煮炊き調理室は成層(置換)空調の採用により、従来のフ－ド式方式に比べ換

気風量を約 50％低減  

・ 調理設備機器は低輻射型を採用することで、空調に係るエネルギーを削減 

・ 残渣処理室には専用の厨芥脱水機が設置し、量・体積を 30％以上縮減 
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１１．安全を確保した施工計画 

① 安全管理（周辺住民、工事関係者とも）や工程管理等 

・車両出入口には交通誘導員の常駐配置と合わせ、カーブミラー等を設置 

・仮囲いに夜間防犯対策用として LED防犯灯を設置 

・交通安全対策として周辺地域の通学・通園経路に配慮した「搬出入ルートマッ

プ」を作成し、関係協力会社に対し指導・教育を行う 

・月 1 回の施設整備定例会議以外にも、貴市及び関係者と積極的に対話を行い

相互の意思疎通を徹底 

 

② 周辺環境への影響を最小限に抑えるための工夫 

・工事ゲート付近にタイヤ洗浄設備を配置し、泥等の持ち出しによる周辺道路の

汚染を防止 

・工事期間中は月に 1度、現場作業員全員で周辺地域の定期清掃活動 

・ゲリラ豪雨等の降雨による土砂流出を防ぐため、事前に十分防災水計画を行

い、本体工事着手前に必要に応じた素掘り側溝や沈砂池他の排水設備を設置 

 

１２．施工計画（工程計画） 

① 施設整備スケジュール 

・設計者が設計段階から施工企業の担当者と、仮設や本体工事の各種工法につい

て施工者の技術力を反映した合理的で具体的な設計を行い、実効性のある施

設整備スケジュールの立案 

・各種工程の進捗状況を的確に把握するため、工事期間中毎月１回以上、ドロー

ンによる撮影を実施し、工程管理 

・現場に遠隔監視動画カメラを設置し、またウェアラブルカメラを活用すること

で、現場の施工状況をいつでもリアルタイムに確認することができ、業務を効

率化させ無駄のない工程管理 

 

② 令和 8年 4月に供用開始する工夫 

・設計初期段階に負荷をかけて作業を前倒しで進める「フロントローディング」

の手法を活用した業務推進 

・設計段階から資機材納期等の調達スケジュールを検証することで、工期に大き

な影響のある主要資材（鉄骨等）の発注に遅延が発生しないよう工程管理 

・2024 年 4 月より建設業界残業規制の強化による工事スケジュールへの影響が

懸念されるため、省力化工法の積極的な採用や、人材不足が懸念されている業

種については早期に協力業者を確保する等可能な限り早期にリスク回避を行

うことで工程遅延が発生しないよう取り組む 
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１３．開業支援 

① 開業支援 

・リハーサルメニューは、開業月の献立を中心に、他自治体の事例で難易度が高

いと思われるものの情報提供を行い、市とともに計画 

・開業後は、要求水準を超えた 1カ月は常駐立ち合い（調理時間帯）を行い、ま

た業務期間後半は、献立等を考慮し市や委託事業者と計画し、安定運用までの

立ち合い 

・紙媒体に加え、デジタル活用を前提とした新しいパンフレットを作成 

・最新のドローン技術などを活用し、臨場感のある動画を作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 運営事業者側の要望を反映する取り組み、維持管理等 

・落札後速やかに、調理設備や調理 動線計画について、市栄養士を中心とする

関係者への説明会を設定 

・食缶や配膳器具類は、設計の早い段階で実物サンプルを提示し、綿密な打ち合

わせに基づき決定 

・コンテナは、積載状況（取り出しにくくないかなど）を確認する「コンテナ確

認会」を実施し、市に確認をとった上で、量産 

・業務範囲外である調理備品調達についても、市の献立や調理方法に適した備品

や、開業時に確実に準備できるスケジュールを提案 

・設計企業および調理設備企業は、30 年間の維持管理まで請け負う PFI 業務の

経験が多数あるため、実績に基づく維持管理計画書を提案 
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